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国立大学法人東京大学

差　　　額

（決算－予算）

 収入 　 　 　

運営費交付金 89,766                  93,588                  3,822                    

　　うち補正予算による追加 3,168                    3,168                    -                          

施設整備費補助金 5,833                    7,307                    1,474                    （注1）

　　うち補正予算による追加 394                      394                      -                          

設備整備費補助金 417                      417                      -                          

船舶建造費補助金 -                          -                          -                          

補助金等収入 11,410                  28,317                  16,907                  （注2）

国立大学財務・経営センター施設費交付金 209                      209                      -                          

自己収入 59,350                  60,698                  1,347                    

授業料、入学料及び検定料収入 15,239                  15,104                  △135                   

附属病院収入 39,966                  41,473                  1,507                    （注3）

財産処分収入 1,072                    1                          △1,071                 （注4）

雑収入 3,071                    4,119                    1,047                    （注5）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 50,391                  48,270                  △2,120                 （注6）

引当金取崩 -                          20                        20                        

長期借入金 337                      120                      △216                   

貸付回収金 -                          -                          -                          

目的積立金取崩 2,445                    -                          △2,445                 （注7）

220,160                 238,950                 18,789                  

 支出

業務費 141,674                 139,242                 △2,431                 

教育研究経費 100,275                 96,896                  △3,378                 

　　うち設備災害復旧事業 3,142                    320                      △2,821                 

診療経費 41,399                  42,346                  946                      

　　うち設備災害復旧事業 6                          6                          -                          

施設整備費 10,315                  7,658                    △2,656                 （注8）

　　うち設備災害復旧事業 182                      161                      △20                     

船舶建造費 -                          -                          -                          

補助金等 11,410                  27,328                  15,918                  （注9）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 50,391                  48,180                  △2,210                 （注10）

貸付金 -                          -                          -                          

長期借入金償還金 6,370                    6,380                    10                        

国立大学法人財務・経営センター施設費納付金 -                          -                          -                          

220,160                 228,790                 8,630                    

-                          10,159                  10,159                  

※決算報告書は百万円未満切り捨てにより作成しております。

※支出の施設整備費の予算額には、設備整備費補助金が含まれております。

○予算と決算の差異について

（注1）

（注2）

（注3）

（注4）

（注5）

（注6）

（注7）

（注8）

（注9）

（注10）

○損益計算書との集計区分の相違について

　（1）

　（2） 損益計算書の役員人件費は、業務費の教育研究経費に含まれ、教員人件費及び職員人件費は、業務費の教育研究経費、診療
経費、産学連携等研究経費及び寄附金事業費等にそれぞれ含まれております。

産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、科学技術振興費が補助金へと区分が組み替えられたため、予算額に比して決算
額が少額となっております。

財産処分収入については、キャンパス整備事業で計画していた土地の売却が成立しなかったため、予算額に比して決算額が
少額となっております。

雑収入については、主として財産貸付料収入等の増収に努めたことにより、予算金額に比して決算金額が多額となっていま
す。

施設整備費については、(注１)に示した理由により予算金額に比して決算金額が少額となっています。

補助金等については、(注２)に示した理由により予算額に比して決算額が多額となっております。

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、(注6)に示した理由により予算額に比して決算額が少額となっており
ます。

業務費の教育研究経費には、損益計算書の教育経費、研究経費及び教育研究支援経費が含まれ、寄附金を財源とする費用は
含まれておりません。

目的積立金取崩額については、震災の影響により、計画していた業務等が翌年度に繰り越しとなったため、予算額に比して決算額が
少額となっております。

計

計

収入－支出

施設整備費補助金の予算額及び決算額については、前年度よりの繰越金を含んでおります。なお、震災の影響により遅延し
た業務等が翌年度に繰越となったため、予算金額に比して決算金額が多額となっています。

補助金等収入については、予算段階では予定していなかった国からの補助事業の獲得に努めたため、予算額に比して決算額
が多額となっております。

附属病院収入については、母体・胎児集中治療管理室の整備等により、予算額に比して決算金額が多額となっております。

平成23年度　決算報告書

　　　　　　　 （単位：百万円）
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